
  

 

東日本大震災・原子力災害伝承館開館に向けた資料収集業務 

：3 年間を振り返って  
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要旨 本稿は，東日本大震災・原子力災害伝承館に収蔵する震災関連資料収集業務がどのように行われているのかにつ

いてその活動内容を記録したものである．2017 年度から 2019 年度までの各年度の収集・保全活動が集められた資料と

それに関連する保全・広報業務，実際に集められた資料の傾向，集めた資料の登録・保全業務の内実，が順に語られ，

最後に活動を踏まえた上での成果と課題を検討した． 
キーワード 東日本大震災 原子力災害 伝承館 福島県 

1．東日本大震災・原子力災害伝承館と資料収

集業務 

2011 年 3 月 11 日に起きた東北地方太平洋沖地

震とそれに伴う津波被害，その後の福島第一原

発事故から 9 年が経過した．甚大な被害を受け

た福島県も復興途上にあるものの，居住が制限

されていた区域は段階的に解除されている．浜

通り地区を中心にイノベーション・コースト構

想といった復興政策も進められている．  
しかし復旧・復興により，地域のかつての風

景は大きく変貌し，震災の爪痕は消えつつある．

そうした中で，地域と住民をつなぐものとして，

消えつつある地域の記憶・文化が着目され，そ

の痕跡を残し，伝承していく活動が活発になっ

ている．こうした活動の中で，震災自体も地域

の記憶として把握し，その記憶も資料として保

存していこうという考えが共有されていった．

その延長線上に「東日本大震災・原子力災害伝

承館」（以下、伝承館）がある．福島大学うつ

くしまふくしま未来支援センターでは，その資

料収集業務を福島県より受託し，2017 年度から

資料収集活動を行ってきた．  
本稿は 2017-2019 年度まで行われた資料収集

業務の活動内容を記録したものである．  

2．調査と収集・収集資料の情報発信・地域と

の連携・サポート  

収集対象

伝承館の基本方針は「世界初の甚大な複合災

害の記録や教訓とそこから着実に復興する過程

を収集・保存・研究し，風化させず後世に継

承・発信し世界と共有」し，「特に福島だけが

経験した原子力災害をしっかり伝える」ことと

なっている（福島県 2017: 32）．これを踏まえて，

原子力災害を中心とした資料の調査・収集が求

められている．さらに福島県内には放射線に関

する基礎的知識などの解説を行う，類似施設

「環境創造センター交流棟」（愛称：コミュタ

ン福島）があることから，伝承館は人文・社会

科学系の資料を中心とした「福島特有の原子力

災害の様子や県民の心への影響まで」を対象に

した調査・収集となっている．  
しかし，地震と津波によって原発事故が引き

起こされたという事実を踏まえれば，原発事故

を検証する上では地震・津波に関する資料も必

要となる．さらに，福島第一原発事故を含む東

日本大震災が福島県にどのような影響を与えた

のかを知るためには，震災前がどのような状態

にあったのかがわからなければならない．その

ため，震災以前の県民の暮らしに関する資料も
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収集している．  
それ以外にも福島県において震災・事故は終

息しておらず，現在も復旧・復興の途上にある

ため，その過程のなかで行われている県民の活

動実践の記録も収集してきた．  
資料の調査収集にあたって，解体予定の場所

での収集が多かったため，現況を高解像度での

静止画・動画での保存を行った（例えば，双葉

駅周辺の町並み・双葉町立体育館・大野病院・

オフサイトセンターなど）．  
では，実際にどのような収集活動を行ってき

たのか．以下では年度ごとに行われた，収集活

動，収集資料の情報発信，地域との連携・サ

ポートを見ていく．なお，2017-2019 年度まで

に行われてきた活動をまとめたのが図 1 になる．  
 

 
図 震災関連資料の収集保全活動の全体

年度（ 年目）

活動は 2017 年 4 月から始まったこともあり，

資料を収集していくための前段階の作業をまず

行った．具体的には，福島県の『東日本大震災

及び原子力災害に係る資料収集ガイドライン』

の作成・助言や，資料提供者との間に取り交わ

す書式の検討・作成，仮収蔵庫の環境調査・選

定である．これらを収集事業の窓口である福島

県文化スポーツ局生涯学習課（以下，生涯学習

課）と協力しながら行った．また，2016 年度ま

で震災資料の収集・保全を行ってきた先進事例

である「ふくしま震災遺産保全プロジェクト」

の関係者と意見交換を行った．こうした資料収

集に向けた準備をした上で，資料調査・収集活

動を行うことになった．  
 

調査・収集

2017 年度の活動は，箇条書きすると下記に整

理することができる．  
 
（1）県庁各課所有資料の収集：生涯学習課

が県庁各課へ向けた資料所有調査票を

もとに収集した．  
 
（2）県内市町村所有資料の収集：同じく，

生涯学習課が県内市町村へ向けて照会

し，回答のあった調査票をもとに収集

した．  
 
（3）チラシによる情報提供による収集：8，

9 月に避難者全戸および県内市町村の広

報担当部署並びに各施設に約 80,000 部

を配布した．約 20 件の問い合わせ・資

料提供があった．  

 

 

 

図 配布したチラシ
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（4）FURE ネットワークによる収集：福島

大学の教員や教員のネットワークから

情報を提供してもらい，それをもとに

資料を収集した．  
 
（5）海外資料の収集：韓国・台湾等近隣国

の特に書籍を収集した．  
 

上記の調査・収集活動のうち，県や自治体の

震災関連資料の調査のいくつかを紹介しておく． 
まずは，楢葉町における震災関連資料の調査

と収集である．楢葉町と協力して，校舎解体が

決まった楢葉北小学校にある原発事故における

長期避難由来の資料を収集した．同じく取り壊

されることが決まった津波による被害を受けた

前原地区の集会所にある資料も調査後 12 月に収

集した．  

 
次は双葉町における震災関連資料の調査と収

集，保全である．7 月に行った「ふたばの明日

を考える会」のアーカイブ部会に参加し，双葉

町職員との意見交換から，双葉町内にある震災

関連資料の調査が可能となった．調査後，双葉

町と協力しながら，双葉町双葉町立体育館・公

民館資料の収集や津波被害の跡を残すガード

レール・消防車など大型資料の収集と保全を

行った．また，町に残る「福島第一原発からの

距離を震災直後に手書で記した地図」のレプリ

カの作成も行った．  
さらに県立大野病院の震災関連資料の調査・

収集も行った．生涯学習課からの要請を受けて

調査を行い，それを踏まえた上で，11 月に地

震・津波による一時避難の跡を残す象徴的な資

料や長期避難由来の資料を収集した．  
それ以外にも「ふたばの明日を考える会」の

アーカイブ部会や FURE ネットワークを通じて，

川内村でも資料調査を行なった . その後，保全

が急務となっていた資料である「富岡町の一次

避難者が川内村民に感謝のメッセージが書かれ

た黒板」のレプリカを作成した（2018 年度に実

物の黒板を収集）．  
収集した震災関連資料の多くは仮収蔵庫に収

納した．そして，収蔵庫の消毒を行った上で，

資料の燻蒸を行った．  
 

収集資料の情報発信

2017 年度は，資料調査・収集活動だけではな

く，どのような資料が集まっているのかを県民

に周知するための活動も行った．1 つ目が，福

島大とはま・なか・あいづ文化連携プロジェク

ト（事務局：福島県立博物館）との共同企画展

の開催である．会場は福島大学附属図書館で行

われ，アーカイブズチームは第二期（11 月）と

第三期（12 月）の企画展示を担当した．第 2 期，

第 3 期とあわせて，約 1400 人が訪れた．

2 つ目が 12 月 10 日に福島県生涯学習課主催

の福島県アーカイブ・フォーラムのなかで行っ

た震災資料展である．アーカイブ・フォーラム

には約 200 人が訪れ，収集活動の情報発信につ

なげることができた．

地域との連携・サポート  
県内様々な個人・団体が行っている震災アー

カイブ活動への助言やサポートも行った．たと

えば，白河市原発災害情報センターでは震災関

写真 楢葉北小学校での資料収集作業

写真 アーカイブ・フォーラム震災資料展
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連資料の保全方法を助言し，葛尾村では復興推

進課と同村にある震災関連資料収集に係る課題

整理を行い，仮設住宅の管理担当職員に向けた

収集に関する説明会に同席した．また，双葉町

では津波被害を受けた消防車の保全のための移

動を行った．  
それ以外にも「福島県アーカイブ拠点施設の

資料収集に係る関係機関ワーキンググループ」

を設置し，その運営を行った（構成機関：福島

県生涯学習課・同まちづくり推進課・同社会教

育課・浪江町・双葉町・大熊町・富岡町・楢葉

町・福島県立博物館）．このワーキンググルー

プは，県の関係各課及びこれまでに震災資料収

集の実績のある県立博物館や被災関係町村との

連携を目的としたものである．  
 

年度（ 年目）

2018 年度の収集活動は，昨年度の活動内容を

踏まえ，2017 年度には調査の方向性を示すにと

どまっていた震災体験の証言記録の収集を行う

ことや，2017 年度に行うことのできなかった双

葉郡内自治体の震災資料の調査・収集を中心に

行うことが確認された．また，余裕があれば中

通り・会津地方の資料調査・収集を行うことに

もなった．それ以外にも 2018 年度から県が導入

したデータベースが FURE にて本格的に稼働し

たこともあり，2017 年度分の収集資料の登録業

務や資料傾向の分析も行うことになった．

 
調査・収集

2018 年度の調査・収集活動は下記にまとめる

ことができる．

 
（1）県内市町村職員の情報提供による震災

関連資料の調査・収集  
 

6 月に大熊町や浪江町の職員に案内してもら

い両町の震災関連資料調査を行った．調査中に

各町の震災関連資料の考え方も含めた意見交換

も行われた．調査後，大熊町大野駅にあった大

型看板や駅近くに放置されたままになっていた

新聞広告の束を収集・保全した．浪江町ではこ

の調査後，2019 年度の資料収集につながってい

くことになる．   

双葉町や楢葉町から情報提供を受けて，解体

が迫っている応急仮設住宅や仮設商店街の資料

調査と収集を行った．「仮設住宅で暮らしを示

す資料」や「仮設住宅がその場所にあったこと

を示す資料（住宅案内看板・集会所看板）」，

「仮設商店街の活気を示す資料（看板やそこで

使用されていたメニュー表）」などを収集した．  
それ以外にも飯野町に設置されていた飯舘村

の幼稚園仮設園舎の「玄関壁面」と「園内で使

用されていたネームプレート」なども収集した．

「仮設」関連の資料が増えたのは，避難自治体

が避難元に復帰した結果，仮設建物の解体が進

んでいたことによる．こうした中で，仮設住宅

の生活記録も震災の記憶として後生に残したい

という思いから町を通じて情報提供があったと

推察される．  
2017 年度に川内村で震災関連資料の調査を

行った「富岡町の一次避難者が川内村民に感謝

のメッセージを書いた黒板」や「避難を呼びか

ける防災無線の音声」も 2018 年度に資料として

収集した．  
 
（2）県庁各課所有資料の収集  

 
2017 年度に引き続き，生涯学習課が実施した

県庁各課へ向けた資料所有調査の調査票をもと

に昨年度同様に資料を収集した．  
 
（3）福島県立博物館（以下，県立博物館）

との連携による資料調査と収集：福島

県原子力センター・オフサイトセン

ター  
 

大熊町原子力センター（福島第一原発から約

5 キロに位置）は，福島第一・第二原発の周辺

に放射線測定局を設置し，環境放射能の監視を

担い，震災・事故後はそこに職員らが詰め，3
月 14 日夜に撤退するまで周辺の放射線測定に当

たった場所であった（『河北新報』2018 年 11 月

9 日）．2018 年に調査したさい，震災直後の緊迫

した状況がある程度残されていた．調査を踏ま

え，当時の様子を示す資料と震災前にどのよう

な施設であったのかがわかる資料を中心に，県

と県立博物館との協働で 12 月，資料の収集・保
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存を行った．  
オフサイトセンター（福島第一原発から約 5

キロに位置）は，福島第一・二原発の事故発生

時の対応拠点として，福島県が 2002 年に整備し

た施設である．鉄筋 2 階で 1 階に両原発の保安

検査官事務所やプレスルーム，除染室，2 階に

全体会議室などがあった．震災・事故直後にお

いて，この施設はほとんど機能せず，震災発生

から 4 日後の 3 月 15 日には放射線量の急上昇な

どから職員がこの施設から退去した場所である

（対策本部機能は福島県庁に移転）．2018 年 3 月

ごろから数回に分けて行った調査では，建物内

は事故直後の状況が一定程度残されていた．特

に 2 階フロアには原発事故や避難などの情報が

ホワイトボードに記録されており，事故直後の

緊迫した様子が伝わってきた．調査後，ホワイ

トボードや地図などを中心に，県および県立博

物館と協働により，2018 年 12 月に資料の収集・

保存を行った．  
 

（4）2017 年度配布したチラシによる情報提

供と収集  
 

2018 年度は約 10 件の問い合わせがあり，個

人が撮影した震災直後から現在までの被災地の

写真や食品のスクリーニングの結果が記録され

た書類，応急仮設住宅にて自治会をつくるため

に使用したものやその経緯に関する書類などの

提供があった．  
 
（5）FURE ネットワークによる収集  

 
福島大学の教員や教員のネットワークから情

報を提供してもらい，それをもとに資料を収集

した．  
 
（6）震災証言記録の収集と整理  

 
2018 年度は約 20 人にインタビューを行った．

語り手は，資料提供者か，提供者の紹介を通じ

て協力してもらった人である．それ以外にも

FURE メンバーを通じてインタビューに協力し

てもらった人もいた．インタビューにおいては

必ず，事前に対象者の調査データの取り扱いや

プライバシーの保護等に関する説明と調査目的

を伝え，公開条件についての書類を取り交わし

ている．聞き取りの方法は半構造化面接法を用

いている．半構造化面接法とは，質問項目をお

およそ決めてインタビューに臨むが，話題の展

開にあわせて新たな質問をつけ加える，発問の

順序にこだわることなく，質問していく方法で

ある．  
また単にインタビューを実施し，文字起こし

によるデータ化だけで済ませるのではなく，イ

ンタビュー・データを利用者に活用しやすい形

での整理検討も行った．具体的には語りの内容

を精査し，冗長な箇所や震災と無関係な箇所な

どの削除，検索ができるようにするための索引

づくり，インタビュー概要の作成などを行って

いる．語られた内容は，震災直後のことから現

在までの生活まで多岐にわたっている．  
 

収集活動の発信と地域との連携・サ

ポート

2018 年度は，資料調査と収集活動が中心では

あったものの，周知活動も行った．その１つが，

2018 年 8 月 7 日の福島大学オープンキャンパス

にて，企画展「震災をアーカイブする」である．

約 900 人が来場した．  
2018 年度も県内自治体や市民団体が行ってい

る震災アーカイブ活動への助言やサポートも

行った．那須甲子青少年自然の家や白河市に所

在する原発災害情報センターには，所有してい

る震災関連資料の保全方法を助言した．また，

大熊町や楢葉町，双葉町には，こちらの収集活

動の方針・方法を伝えるなどして，震災アーカ

イブに関する情報共有と助言を行った．  
 

年度（ 年目，最終年度）

2019 年度は，FURE から県への収集資料の移

管業務が年度末に控えていることから，それを

念頭に置いた活動を行った．具体的には，通常

の資料・収集調査に加え，収蔵庫への資料搬入

に備えての保存作業や資料のデータベース登録

業務（修正作業含む），資料整理・保存の手引

書の作成である．またそれだけではなく，2020
年夏に伝承館開館に向けた様々な支援も行った． 
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調査収集

2019 年度の調査・収集活動は下記にまとめる

ことができる．  
 
（1）県内市町村職員の情報提供による震災

関連資料の調査・収集・保全  
 

2019 年度は浪江町，伊達市，広野町，楢葉町，

双葉町，富岡町にある震災関連資料の収集や保

全などを行った．その中でもここでは，浪江町

と伊達市の震災関連資料の調査収集について触

れておく．  
2019 年度に県・生涯学習課が展示候補資料に

浪江町の震災関連資料をリストアップしたこと

から，FURE が浪江町の承諾を得て資料収集を

行うことになった．もともと 2018 年 6 月に浪江

町役場職員の案内により，震災関連資料を調査

し，資料の考え方などの意見交換を行ってきた

経緯があったため，それを踏まえた上で浪江町

役場職員と打ち合わせを重ね，県と協力して，

調査・収集・保全を行った．  
収集・保全の対象となる震災関連資料は震災

直後に，臨時避難所が開設された学校に残され

ていた避難所に関する資料であった．収集にあ

たりまず，ドローンを用いた空間全体の映像撮

影と 360 度カメラを用いた静止画撮影を行った．

その後，対象資料の情報を記録した上での収

集・保全を行った．  

また，2018 年に伊達市から情報提供があった，

除染土壌を保管する仮置場に掲示されていた絵
                                                                    
1 環境省環境再生プラザ「除染活動レポート：伊達市仮置場

の絵画掲示セレモニー」Vol. 84，2014.2.10，

を収集・保全した．この仮置場の囲いに掲示さ

れていた絵は「生活圏近辺に設置された仮置場

が周辺の景観に対して違和感がある」という市

民の声を受けて，伊達市が「市民協働」事業モ

デルとして設置したものである．この絵には，

福島大学人間発達文化学類の学生が制作したも

のと，保原高校美術部の生徒が，それぞれ製作

したものがある1．  
2017 年度に続き，資料の燻蒸も行った．  

 
（2）県庁各課所有資料の収集  

 
2017 年度に生涯学習課が実施した県庁各課へ

向けた資料所有調査の調査票をもとに 2019 年度

も2018 年度に引き続き，資料を収集した．  
 
（3）2017 年度配布したチラシによる情報提

供と収集  
 

2019 年度は約 10 件の問い合わせがあり，個

人や地区でまとめた震災記録誌などの資料提供

があった．  
 
（4）FURE ネットワークによる収集  

 
福島大学の教員や教員のネットワークから情

報を提供してもらい，それをもとに資料を収集

した．  
 
（5）震災証言記録の整理  

 
2019 年度は数名のインタビューを行なったが，

2018 年度に行ったインタビュー・データの整理

が中心となった．また単にインタビューを実施

し，文字起こしによるデータ化だけ済ませるの

ではなく，インタビュー・データを利用者に活

用しやすい形での整理検討も行った．インタ

ビュー概要の作成などを行っている．  
 

収集活動の発信と地域との連携・サ

[http://josen.env.go.jp/plaza/report/report ¥_140210.html]，2019
年 12 月 24 日閲覧．  

写真 避難所であった体育館での資料収

集作業
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ポート：伝承館開館に向けた支援と県

立博物館企画展への出品

2020 年度伝承館開館に向けて，館の展示に必

要な資料の収集に 2019 年度は力を入れた．浪江

町や双葉町，富岡町での収集はその一環である．

展示資料のキャプション作成に向けた基礎情報

の提供，展示に関する助言も県や展示業者に適

宜行っている．  
2020 年 2 月から 4 月まで行われる県立博物館

の震災企画展に FURE で収集した震災関連資料

の一部を出品した。  
また，2019 年度で資料収集業務が完了するこ

とから，これまでアーカイブ・チームが行って

きた資料収集・保全のノウハウを，移管組織に

活かしてもらうための手引き書づくりを行った． 
 

3．収集資料の傾向 

これまでの収集活動を振り返ると，あらゆる

ものを震災関連資料として扱い，収集してきた．

見方によっては，資料的価値として賛否のある

ものもあえて収集した．そのため，集めた資料

の分類や傾向を把握していくことは困難を極め

た．  
とはいえ，現時点での収集資料の特徴を把握

しておくことは，今後の収集・展示の価値基準

を構築していく上で必要なことである．そのた

め，ここでは現時点での収集資料全体の傾向と

具体的な資料の特徴を検討していく．  
現在，筆者らが集めている資料は約 20 万点を

超える（2020 年 1 月時点）．形態別の内訳は，

一次資料であるモノ（立体物）が約 8000 点，紙

が約 70000 点，写真が 70000 点、映像・音声が

約 5000 点，冊子・会報が約 20000 点，二次資料

である図書・雑誌が約 2000 点，新聞が約 45000
点，視聴覚資料が 500 点，それ以外の資料が 200
点となっている  ．  

また，震災関連資料を項目ごとに分類したの

が，表 1 である．資料の分類を行うさい極力，

相互排他的になるように心掛けた．ただし，こ

の分類はあくまで暫定的であり今後，変更の余

地を残している．  
項目分類の指針は，原子力災害を中心に据え

た資料の分類となっている．まず，時期区分を

設け，「震災・事故前」「発災〜1 ヶ月」「1 ヶ月

〜現在」の 3 つに区分した．なお，この時期区

分は国際アーカイブズ評議会で定められた国際

標準にもとづいて資料を体系化した入江・東

山・三森（2018）を参考にした．  
「震災・事故前」の下位項目に「産業」「文

化」「生活」を設けた．これらは，震災・事故

によって壊される以前の地域（主に相双地区）

の産業と文化，生活を念頭に置いている．  
次に「発災〜1 ヶ月」と「1 ヶ月〜現在」の下

位項目に「被害」「影響」という項目を置いた．

この項目は「東日本大震災」と「原発事故」に

よって受けた被害・影響を示す資料を分類する

ものである．  
また，「対応」は「東日本大震災」と「原発

事故」に対するリアクションを記した資料を分

類する項目である．共通する項目に，誰の「被

害・影響」「対応」なのかわかるように主体別

（自治体・個人）の分類も行っている．  
2011 年 3 月 11 日から現在まで続く，県外・外

国からの支援活動に関する資料は「支援」とい

う項目を設けた．それ以外にも「発災〜1 ヶ月」

の項目では「被害・対応」と「主体別」の区分

表 震災関連資料の分類項目  

震災以前 産業

文化

生活

発災～ ヶ月

被害の様子

地震

津波

原発事故

対応（救援・避難など）

地震

津波

原発事故

支援

発災 ヶ月～現在

復旧と復興

原発事故（放射線など）による影響

原発事故後（放射線へ）の対応

支援
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の間に被害の分類として「地震」・「津波」・「原

発事故」という項目を置いた．「1 ヶ月〜現在」

の項目は，震災「被害・対応」のうち，原発事

故関係だけを残し，新たに「復旧と復興」とい

う項目を追加した．この項目は震災後，自治体

や個人再建・立ち直っていく過程を記録した資

料が中心となる．  
約 20 万点を超える資料のうち二次資料を除き，

かつ現時点で分類可能な一次資料を分類項目ご

とに分類し，集計したのが図 3 である（重複項

目を含む）．  
集計結果をまとめた図 3 をみると「［発災 1 ヶ

月後から現在まで］原発事故による影響」と

「［発災 1 ヶ月後から現在まで］原発事故による

影響」への対応」が，資料全体の 5 割以上を占

めている．次に「復旧・復興」や「支援」に関

する資料が全体の 2 割以上を占めていることが

わかる．そして，原発事故による影響を示す資

料形態の多くが写真となっている．こうした傾

向は，この活動が東日本大震災から 6 年後に開

始されたため，「［発災 1 ヶ月後〜現在］」の時期

に記録された資料が集まりやすくなっているた

めである．写真資料が多いのは，2011 年 3 月時

点で既にデジタルカメラやカメラ付携帯電話が

市民の身近にあり，撮影が容易であったことに

よる．  
一方，原子力災害（原発事故）との関連でい

えば「［発災〜1 ヶ月］被害の様子」が全体の

1％にとどまっているのに対して，「［発災〜1 ヶ

月］対応（救援・避難）：原発事故」に関する

資料が約 6％とやや多い．これは，2018 年度に

集めたオフサイトセンターや原子力センター内

の資料が数に影響を与えていると思われる。  
全体的に「震災以前（文化・生活・産業）」

や「［発災〜1 ヶ月］……」の資料は，全体的に

少ない傾向にある．   
表 2 は，具体的な資料を項目ごとに示したも

のである．また収集資料のうち提供元が，個人

（県民）のものが 30 件ほどある．これは個人

（県民）が独自の判断で保存が必要であると考

え寄贈された資料である．そのため，個人提供

の資料はどのような種類のものであっても東日

本大震災についての「県民の思い」が詰まった

資料ともいえる．  
  

4．資料整理の方針と登録業務  

ここまで収集過程と集めた資料の傾向と中身

を検討してきた．次に 2020 年 1 月までに集めた

資料をどのような形で整理してきたのかを見て

いくとしよう．  
 

資料整理の方針

改めて言うまでもないが，FURE が伝承館に

収蔵する資料を収集し，それを整理保管できる

のは 2020 年 3 月までである．4 月以降は新たな

 

図 震災関連資料の分類項目と集計結果（重複項目を含む）  

1 %
5 %

2 %
3 %
4 %

1 %
4 %
3 %

6 %
24 %

57 %
53 %

25 %

震災・事故以前の産業
震災・事故以前の生活
震災・事故以前の文化

［発災～１ヵ月］被害の様子：地震
［発災～１ヵ月］被害の様子：津波

［発災～１ヵ月］被害の様子：原発事故
［発災～１ヵ月］対応（救援・避難）：地震
［発災～１ヵ月］対応（救援・避難）：津波

［発災～１ヵ月］対応（救援・避難）：原発事故
復旧と復興

［発災１ヵ月～現在］原発事故（放射線など）による影響
［発災１ヵ月～現在］原発事故（放射線など）への対応

支援
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管理団体の担当者が FURE で集めた資料を担当

することになる．  
こうしたことから担当者が変わっても，収集

時点での資料の意味秩序をたどることができる

ように， FURE では出所と原秩序を保持し，資

料群のまとまりを可能な限り維持する形で資料

の整理を心掛けてきた．出所は，提供された資

料群がどこから，どのような経緯で，私たちの

手元に来ているのかに関する情報である．原秩

序は，資料提供者がその資料群に与えていた分

類（法）である．  
こうした方針は，過度な整理・分類による，

資料の散逸の恐れや元資料ごとの意味連関が断

たれるリスクを回避することにもなる．  
 

資料分類と入力する情報

資料のデータ入力において最初の業務は，収

集者が整理（あるいは付与）した原秩序をもと

に，「フォンド」「シリーズ」「ファイル」「アイ

テム」と呼ばれる 4 つの階層に分類することで

ある．これらの 4 階層を説明したものが表 3 で

ある．原秩序が不明な場合は，担当者らが背景

情報などを踏まえて自ら秩序を設定し，資料群

を分類・整序した．なお，提供者がシリーズを

分類しているものは少数であったが，一部提供

者が分類しているものは入力した．  
次に資料情報を 2018 年から稼働しているデー

タベースに登録を行った．2017 年度の途中まで

は，暫定的なメタデータをもとに資料群ごとに

目録を CSV ファイルで作成していた．データ

ベースの稼働にあわせて，メタデータを見直し，

修正を行った．データベースに入力する項目と

そのルールを示したのが，表 4 である．なお入

力項目は，登録作業を踏まえた上で，適宜変更

している．  

 
入力業務の実際

資料調査と収集の完了後に，資料をデータ

ベースに登録していくことになる．そのさい，

調査記録を踏まえた上で，資料の入力と保存方

法の確定を行った．そこではまず，「収集管理

表」（フォンド名・提供者名・収集日，図 4）と

「入力例シート」（入力項目・ルール一覧を資

料群ごとに作成し，入力例を示したもの，表 4
を参照）を作成し，それをもとに入力登録を

行った（写真 4）．それ以外に注意事項・指示が

あれば，別途資料（たとえば，資料群概要など

を作成して参考資料とした．データベースに登

録を行い，完了後は調査記録者に確認してもら

い，適宜修正を行った．  

表 項目ごとの主な資料（一部項目を統合している）  

 

表 フォンド シリーズ ファイル アイテム
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保存方法・収納方法は，「収集管理表」・「入

力例シート」を含めた参考資料だけではなく，

実際に資料の実物を確認した上で決定した．  
登録を終えると，写真撮影（あるいはデジタ

ル化）作業に入る．立体物の場合は FURE 棟内

に撮影室を確保し，外光を遮断した環境で，写

真撮影を行った（写真 5）．資料撮影は，資料の

サイズが大型のものが多いことと，資料破損の

リスク（地震・津波で壊れたモノを撮影するこ

ともあるため）を回避するため，複数人で行っ

た．撮影室を設置して，写真撮影を行ったのは，

収集時点における立体物の情報を精確に記録

（質感・色・大きさなど）するためである．撮

影完了後は，データベースにその写真データを

登録した．  
収集したモノ（立体物）資料は，文字情報だ

けでは，どのような資料かイメージしづらいた

め，写真を添付するなどした．  
なお，紙資料は極力，デジタル化し，冊子・

会報類と書籍類は，表紙部分をデジタル化し，

データベースに登録した．   
撮影を終えた資料は，長期保管と収蔵庫等へ

の移送中の破損防止を考慮し，収集品の形態ご

とに梱包して，保全を行った（写真 6）．梱包を

終えた資料を収納した箱などには，基礎情報が

入ったラベルや写真などを貼り，取り出さなく

てもどの資料が入っているのかわかるようにし

た．しかし，多様な震災関連資料の梱包を含め

た保全業務は確立された方法はなく，既存の方

法を参考にしながら行った．  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

写真 資料情報のデータベースへの登録

写真 資料の梱包作業

 

図 収集管理表

 
写真 資料の写真撮影  

92 93



 
FURE 研究報告（2019）福島大学うつくしまふくしま未来支援センター 

 表 入力項目と入力ルール
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5．今後の課題 

これまで，2017-2019 年度までに行われてき

た震災関連資料の収集業務の実際を見てきた．

伝承館開館に向けた資料収集業務の特徴は，原

発事故が終息していない中で収集活動を行って

いる点にある．それは原発事故の評価が定まら

ず、未だ過去にならない中で資料を集め、展示

することが求められているということでもある．

現在のこの状況すらも，原発事故被害の資料の

対象になってしまうのだ．その結果，あらゆる

資料が収集対象となるため，博物館や公文書館

でのノウハウを越えた知識が求められている．  
また伝承館が，目に見えない放射線被害をど

のように伝えていくのかという課題も残ってい

る．これは日本社会が戦後 70 年以上にわたり，

原爆・水俣・阪神淡路大震災などの災厄の記憶

を博物館展示で伝えてきた蓄積とは異なる方法

が求められている．  
 
（付記）本稿は深谷（2019）と福島大学うつくしまふ

くしま未来支援センター編（2018, 2019, 2020）の内容

をもとに加筆修正したものである．そのため，該当文

献の記述と重なる部分がある．  
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